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心理教育相談室は昨年、創立50周年を迎えました。子どもと保護者のかたがたの、切実な悩みと願いにこたえるこ

と、それと同時に実践的な活動を学術的な研究・教育につなげていくこと。これが心理教育相談室の存在理由であり、

またその活動の困難さの由来するところであったと思います。それを幾多の先輩の努力によって乗り越えて、この50

周年記念を迎えた訳です。

こうした活動の上にたって、相談室はいま51年目をむかえました。いわば第二の50周年の第一歩の歩みを始めたと

いえるのでしょう。これからの50年間に相談室が、あるいは心理学や教育学がどのように変わっていくのかは、見当

もつきません。しかし一つ明らかなのは、時々の課題に誠実にとりくむ、一人一人のメンバーの着実な努力が、それ

を作っていく、ということだろうと思います。

これは心理教育相談室だけでなく、その母体である教育学部・教育学研究科全体についてもいえることでしょう。

ここ数年間に日本の教育に起こってきたことを考えると、日本の教育がいま大きな危機に直面していることは明らか

です。そして教育学がそうした状況に十分に応えているかといえば、必ずしもそうは言えないのではないでしょうか。

いわば教育学も危機にあるのです。しかしこれまで教育学研究科を作ってきた先輩たちはやはり、そのときどきの危

機を地道な努力によって乗り越えてきたのだと考えれば、いま我々がやらなければならないことは明らかです。

この年報に記されているのは、そうした心理教育相談質の未来に向かっての着実な努力の第一歩です。これがさら

に次の一歩、そしてさらにその次の一歩につながっていくことを信じて、巻頭の言葉とします。

巻 頭 言
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大学の学問がややもすると現実の社会的問題と乖離しがちであると言われる中で、心理臨床が、人間にとってリア

ルな問題と直面しながら、実践的に研究をすすめていることにはいつも敬服している。生活の中で悩みを抱えた来談

者に対して、彼らをどう理解し、何ができるかをケースごとに深めていく。さらにそれを、研究として高めていく。

私もかつて、相談室のケース・カンファレンスに１年間ほどオブザーバーとして参加させていただいたことがあるが、

教員と大学院生たちが一つ一つのケースを丁寧に検討し、学び合っている場を見るたびに、学問と社会的実践とが見

事に融合した姿だと感じていた。

本研究科の心理教育相談室は昨年50周年を迎え、設備や組織もますます充実しつつある。ここで、次の時代への期

待というと、いったい何になるだろうか。私は、大学の中で、あるいは、社会の中で、心理臨床の実践から見えてき

たことを発信し、他の学問や教育実践を啓発してくれることではないかと思っている。それは、ある意味では、相談

室が形式的にややクローズなものにならざるをえなくなったからこそ、なのである。つまり、「臨床心理士」の指定校

になったことにより、教員（臨床心理スーパバイザー）や相談員（大学院生）は臨床心理学コース所属でなくてはな

らなくなった。それは、研究・教育の専門性を追究するための一つの方策として、とらざるをえない道だったのであ

ろう。

しかし、それは、相談室の活動や研究成果が閉ざされたものとなることを意味するわけではない。むしろ、高度な

専門性から得られた人間観、発達観、教育観に基づいて、現代の心理や教育について、積極的な提言や交流をしていっ

てほしい。幸いにも、最近は、教育学研究科の諸分野でも、学校教育や社会教育などの教育実践現場との連携は盛ん

になりつつある。大学そのものも、「社会貢献」を求められている時代である。心理教育相談室は、まさに大学の社会

貢献の先達としての役割を求められている。社会と密接に結びつき、既存の学問分野を横断したシンポジウムや研究

プロジェクトの中心として、これからの相談室が機能してくれることを大いに期待したい。
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昨年度、心理教育相談室は、多くの方々に支えられ、創立50周年を迎えることができました。それにともなって、

さまざまな行事を実施しました。まず「ようこそ先輩シリーズ」として、３名の先輩をお招きし、現役のメンバーに

相談室の思い出と現在のキャリアについてお話をしていただきました。昨年の年報は、その講演内容に加えて、多く

の先輩方にも寄稿していただき、心理教育相談室創立50周年記念号として刊行しました。そして、10月13日には、本

学理事･副学長である浅島誠先生をはじめとする多くの皆様のご参加を得て、山上会館でめでたく創立50周年記念式典

を開催することができました。また、記念式典の内容を再構成する形で「心理教育相談室の50年」と題する心理教育

相談室年報別巻も発刊しました。改めて皆様のご支援に感謝する次第です。

今年度は、心理教育相談室にとって50周年を超えて新たな１ページを刻む年となりました。喩えるならば、51年前

に種子を得て地上に芽を出した相談室がさまざまな風雪に耐え、紆余曲折を経て次第に大きな樹木となり、さらに新

たな成長の段階に至っているといえます。心理教育相談室は、決して一本筋の通ったまっすぐな大木というわけであ

りません。むしろ、さまざまな方向に枝が伸びた、曲がりくねった幹をもつ樹木といえます。多様性、それが本学の

心理教育相談室の魅力です。そして、新たなステージでは、その多様な枝をもつ樹木をしっかりと根付かせ、さらに

豊かな実りをもたらすものに成長させていくことが求められています。根を張るという点では、大学を含めた地域の

コミュニティに貢献できる、開かれた組織にしていきます。多様な枝をもつことについては、臨床心理学の最新の臨

床研究の成果を取り入れた心理援助の方法を実践していきます。さらに、豊かな実りをもたらすという点については、

教育訓練プログラムのさらなる充実を目指します。

このように心理教育相談室は、新たな発展に向けて意欲的に取り組んでおります。どうぞ関係各位の、一層のご支

援とご協力をよろしくお願いいたします。
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「若者のひきこもりと就労支援」

若者のひきこもりについて

山梨県立精神保健福祉センター所長・山梨県中央児童相談所副所長 近 藤 直 司

ただいまご紹介いただきました近藤と申します。山梨

県に勤務をしております精神科医です。よろしくお願い

致します。最初に、このような貴重な機会を与えてくだ

さいました下山先生や武藤先生他、関係の先生方に厚く

御礼を申し上げます。たいへん過分なご紹介を頂きまし

たが、ご覧のとおりの若輩者ですので、何とも頼りない

のが出てきものだと、びっくりしておられる方もおいで

かと思いますが、私に与えられている課題は、今日的な

若者のひきこもり問題に関する精神医学的な理解をなる

べくコンパクトにお話しすることだと思いますので、

さっそく内容に入らせていただきます。お手元にスライ

ドの一部がお配りしてございますので、大体これに沿っ

て進めて参ります。いくつか症例をお話しするつもりな

のですが、これは画面の方だけで、お手元の配布資料に

は入っておりません。

まず、ひきこもり問題の背景要因を簡単にまとめてお

きたいと思います（スライド②）。不登校や家庭内暴力、

ひきこもりとか、いろいろな若者の問題がありますけれ

ども、このように多角的に捉えるのが良いのではないか

と思います。生物的な要因、心理的な要因、社会的な要

因の三つです。生物的な要因と申しますのは、精神疾患

とか身体疾患、発達の遅れや偏り、持って生まれたその

人の気質といったようなものです。心理的な要因は、不

安とか葛藤、防衛機制、自己愛、自我理想、アイデンティ

ティといったような心の有り様です。生物的な問題と心

理的な問題とを合わせて、ここではご本人の「脳と心の
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問題」というふうにまとめておきたいと思います。それ

から、ひきこもりの問題が日本で深刻化しているとすれ

ば、これはおそらく社会構造ですとか、わたしたちが暮

らしているこの国の文化ですとか、家族状況、経済状況

など、おそらくいろいろな文化・社会的影響の上に成り

立っているのだろうと思われます。これらを大きくまと

めて「環境側の問題」というふうにしておきたいと思い

ます。

今日は環境側の問題についてはあまり触れないつもり

ですが、そうなると、話があまりにも脳と心にばかりに

偏ってしまいそうな気がしますので、いろいろな文化・

社会的な状況が絡み合って生じている問題であるという

ことを確認するために１枚だけ入れておきました（スラ

イド③）。ひきこもりの問題がこれだけ増えている背景と

しては、例えば、自立を重視しない家族文化。例えば日

本では、成人を迎えた人が親と一緒に暮らしていても、

あまり違和感がありません。20歳の誕生日を迎えたその

日から、いつ家を出るかということが話題になり始める

国もあると聞きますので、そういうことを考えると、日

本という国の家族文化はあまり若者の自立を重視しなの

ではないかという指摘です。あるいは、わが国の社会は

過剰な競争社会であって、勝つことを諦めた若者が無気

力になってしまうのではないかということを指摘する方

もいらっしゃいます。それから、親世代は働くことに大

きな価値観を置いて、実際に日本の高度経済成長に貢献

してきたわけですが、その子世代にあたる人たちは、ど

うも働くということに対してあまり価値観を感じていな

いのではないかという指摘もあります。さらには、イン

ターネットが普及したり、子どもの遊び方が変化して、

子どもが並んでゲームをして遊んでいる風景などもよく

見かけますが、ああいう遊び方の変化が社会的な対人関

係の技能を低下させているのではないかということを指

摘する方もいます。それから、わが国では、社会参加に

躓いた青年の就労を支援するシステムが弱いのではない

かということを指摘する方もいます。どれが正解という

ことではないのですが、こういった文化的・社会的な背

景も、ひきこもり問題には少なからず絡んでいるのだろ

うということを確認しておきたいと思います。それから、

家族の有り様と青年のひきこもりとの関連も決して軽視

することのできない観点でありますが、今日はもっぱら

「脳と心の問題」に注目してお話しさせていただきたい

と思います。

脳と心の問題という観点からひきこもっている人をお

一人お一人みていくと、いろいろな人がいるのだという

ことを、確認していきたいと思います。若者のひきこも

り問題というと、みんなが同じような問題を抱えている、

かなり均質な問題なのではないかという印象をもたれる

方もいるようですが、有効な支援を展開するためには、

１人１人の特徴や背景要因がかなり多様であることを

しっかり確認する必要があると思います。

例をあげていきたいと思います（スライド④）。ある時

期から幻聴とか妄想などの精神病症状が生じていて、そ

のために他人を避けている人がいます。それから、おも

に生物学的な要因から生活全般にわたって意欲や活動性

が著しく低下していて、半ば寝たきりのような生活に

なっているひきこもり事例も少なくありません。

それから、次の３番目、４番目、５番目はいずれも不

安、緊張、恐怖感がキーワードです。不安、緊張、恐怖

感などのために社会的活動が著しく制限されている。軽

い方から重い方まで様々ですが、人と関わるときの緊張

感や不安感に何とか耐えながら生活している方がいる一

方で、人とすれ違いそうになると電信柱の陰に隠れてし

まう、人が寝静まった深夜でないと外に出られないとい

う方もいらっしゃいます。それから６番目は、もともと

は強い不安感、緊張感のためにひきこもっていたけれど

も、ひきこもって刺激を回避していると多少は楽に過ご
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せるので、また外に出たり、人と関わってつらい思いを

するよりは今の生活の方がいいと考えるようになって、

問題が長期化しているような場合です。一番下は、何と

かしなくてはいけないというご本人さんも思っているの

ですが、何かを始めたときに、失敗したり、失敗して恥

をかくような事態を恐れる気持ちが強すぎて、実際には

何一つ行動に移せないというような方です。

(スライド⑤）次に、生まれつき学力や運動能力、社会

性・対人関係持ち方などの面で同年代の仲間についてい

けないところがあって、生活の中で挫折感や劣等感を抱

くような出来事がさらに重なったりして、思春期や青年

期に至るまでにはすっかり自信がなくなってしまった

り、人嫌いになってしまったりして、ひきこもっている

人たちがいます。これは、同年代についていけないとこ

ろを生まれつきもっていたというところが重要なポイン

トになります。

さらに、その下の３つの例は、もともとの素質に加え

て、その後の経験を重ねながら思春期や青年期でその人

のパーソナリティができ上がっていったときに、ある種

の問題が生じているような事例です。例えば、尊大で人

を見下すような傾向が強い一方で、ご自分の自己愛が傷

つくことには敏感であったり、今の自分、できない自分

をしっかり認めたうえで目標に向かってコツコツ努力し

ていく、というようなことが好きではないような方。そ

れから、劣等感が強くて、批判されたり拒絶されたりす

ることに著しく過敏になってしまっていて、対人関係や

社会的な場面を回避するそういうパターンが身に付いて

しまっている方ですとか。あるいは、人嫌いの傾向が強

くてあまり外には出ないけれども、家族に対してはかな

り依存的であったり、自分がうまくいかなかったのは家

族のせいだ、親のせいだといった他罰的な考え方をする

傾向の強い人。悪いのは親なのであって、自分の問題を

自ら解決しなくてはならないというような発想を持てな

い方、こういう方もいらっしゃいます。

ひきこもっている人たち１人１人の脳と心の問題に

は、かなり多様性があることを確認していただけたかと

思います。これらに精神医学的な診断名をあてはめてみ

たいと思います。先ほど、不安感や緊張感、恐怖感がお

もな問題になっていると思われる方たちのことを少し話

しました。WHO（世界保健機構）が作成したICD-10と

いう診断基準では、「社会恐怖」という診断カテゴリーに

当てはまります（スライド⑥）。従来わが国では、「対人

恐怖」と呼ばれていたものとも重なりますが、社会恐怖

の説明として、ICD-10には「比較的小さな集団内で他の

人々から見られる恐れを中心とする。この問題のために

完全な社会的孤立に至ることがある。」と記載されていま

す。またICD-10には、「外傷後ストレス障害」、つまり非

常に重篤な、死ぬか生きるかみたいな体験をした後の心

の後遺症としてひきこもりの問題が起きる場合があるこ

とも記載されております。

いま映っているスライドはお手元の配付資料にはあり

ません。簡単に事例を紹介します。この方は26歳の女性

で、予備校時代から８年間ひきこもり状態にあった方で

す。予備校でストーカーのような男の子に付け回されこ

とがきっかけでひきこもり始めてしまったと話しておら

れました。お話を聞いている感じでは、彼女に好意をもっ

ている男の子が「一緒に勉強しようよ」とか、「一緒に帰

らない 」と誘っていただけのようにも感じられました

が、彼女はそれをストーカー行為と体験していました。

この人とやりとりを続けていって分かってきたのは、彼

女が子どもの頃、何年間かに渡っておじいさんから性的

虐待を受けていたということでした。先ほど、破局的な

体験後の心の後遺症ということをお話しましたが、この

人はおそらくその男の子に言い寄られたことがきっかけ

になって、破局的な被虐待体験が想起されてしまったの

だろうと思われます。あるいは、ICD-10に記載されてい
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るような、「破局体験後の持続的人格変化への移行」と捉

えられるのかもしれません。

次にお話しようと思っているのは、もともと知的能力

や社会性の発達といった点で同年代についていけないと

ころがあるケースについてです。これらは広汎性発達障

害といわれる生来的な発達特性をもっている方の事例で

す。この人は大学に入学後、まったく友達がつくれない

し、どんな科目をとるのかとか、授業のカリキュラムも

組むこともできなくて、大学生活がスタートできないま

まひきこもり状態になって３年が経っていました。ご本

人さんは、「友達の作り方とか友達付き合いのノウハウが

まったく分からない。」とおっしゃっていました。でも実

はこの友達づきあいのノウハウをまったく分からない、

人間関係のノウハウが分からないというふうな困り感は

今に始まったことではなくて、子どもの頃からだったそ

うです。小学校から中学校では馴染みの友達と過ごし、

高校でも友達や周りの人たちが引っ張っていってくれた

ようですが、大学に入って、いろいろなことを１人きり

でやらなくてはいけなくなったところで、まったく学生

生活が送れなくなってしまったようでした。この方の発

達歴ですが、お母さんによれば、赤ちゃんの頃は、「寝て

いても、体に疲れが入っているみたいで、なんとも不自

然な赤ちゃん」だったそうです。また、感情や表情が乏

しかった、視線が合いにくかった、人見知りがなかった

といった特徴があったようです。幼稚園の頃は軽い言葉

の発達の遅れがあったようです。こだわりが強くて、他

の子と協調して遊べないとか、自分なりのやり方にこだ

わってしまって、違うやり方を強要されるとかんしゃく

を起こして騒ぎ出してしまうというような様子がみられ

ていました。学校に入りますと、勉強はよくできるので

すが、自分の興味があることを一方的に喋ってしまった

り、こだわりが強くて融通が利かないということがあり、

そのことで、ひどいいじめに遭っていたようで、この時

期に、かなり深刻な人嫌いや自信の喪失が起こっていた

ようです。それでも成績は良いので大学に進みますが、

そこで人づきあいのノウハウがまったく分からないとい

う問題が露呈して、ひきこもり状態に陥っています。

もう一例だけ簡単にお話します。この人もとても成績

のいい方で、県内でも有数の進学校で上位の成績をとっ

ていましたが、校外での集団活動についていけなくて、

どうも彼一人のために活動全体がストップするという事

態が起こったらしく、彼はそのことで強い挫折感を抱い

ていたようです。その後、自殺を図るなどした後、ひき

こもり状態になっています。この人も広汎性発達障害と

いわれるような、生来的な発達特性をもっている方です。

小さい頃は不器用さとつま先歩きくらいで、それ以上は

特徴的な所見はないのですが、保育園に入ったころ頃か

ら極端に内向的で、家の外では人と話すことができない

お子さんだったようです。その一方で、自分が嫌だと思

うことは絶対にしないといった頑固さもあったようで

す。学校ではとても成績は良いのですが、やはり小学校

でも学校ではほとんど話ができなかったようです。当時

の通知表を見せてもらいますと、担任の記入欄には、「挨

拶ができるように励ましていきたいと思います」「自分の

思ったことを発言していいんだよ」といったコメントが

書き込まれています。これは随分後になって彼が教えて

くれたことですが、この頃から彼は、周りの人が話して

いる会話の内容や、周囲の出来事がどのように展開して

いるのかというようなことがさっぱり分からなかったの

だそうです。

今、お話ししてきたような２例は広汎性発達障害とい

われるような特性をもった方たちで、実は青年期のひき

こもりケースの中にはかなり多く含まれていることが分

かってきています。お配りした資料の後ろの方に研究論

文の要約を付けてありますので、後でご確認いただけれ

ばと思います（資料を参照）。こうした方たちのひきこも

りには、いくつの特徴があるようです（スライド⑦）。例

えば他の人の気持ち、意図とか周りで話されている会話

とか、周りで起こっている状況の読みがどうもうまくい

かない。何だか分からないけど、自分はみんなと違うみ

たいだといった漠然とした違和感とか、何かよくわから

ないけれど、いつもうまくいかないといった不適応感や

自己不全感を抱いておられる。その「わからないこと」

は、いくら工夫・努力してみてもやっぱり分からないの

で、半ば諦めてしまっていたり、自分は馬鹿なんだから

仕方がないといった自己イメージや意欲の低下に繋がっ

ていたりする。何かよく分からないのだけれど、自分が

うまくいっていないということだけは分かるので、周囲
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に対してひどく疑心暗鬼になってしまう。これがさっき

の社会恐怖や対人恐怖に結びついている場合もあるよう

です。それから、これからどうなるのだろうとか、これ

からどう生活していったらいいだろうとかといったこと

が具体的に想像できないという障害を持っていますの

で、新しい体験に対する抵抗感がとても強くて、今の生

活を少しも変えたくないと思っている方が少なくないよ

うです。過去のちょっとうまくいったこととか、過去で

とっても嫌だったことなどに強く固執したり、特定の関

心事に極端に没頭している人もいらっしゃいます。

この後、若者の就労・自立支援のお話を伺いますが、

就労・自立支援の前にさまざまな支援が必要で、それな

しにはとても就労支援の段階には移れないような方たち

が多いのですが、広汎性発達障害の特性を持っている方

の支援をどのように進めていくのかということも、今、

私どもの現場ではかなり重要な課題になってきています

（スライド⑧）。こういう方々への支援にあたっては、今

までわたしたちがやってきた心理療法や精神科治療とは

いくらか違った発想や技法も必要であろうということを

実感しています。例えば、先ほど保育園の頃から外出先

ではずっと緘黙状態になる人のことをお話ししました

が、ああいう方は面接場面にいらっしゃっても、最初は

ほとんど言語的なやりとりにはならないので、喋れない

人との面接をどうやって工夫するかなどというのも重要

なポイントです。それから、先ほどお示ししたような漠

然とした被害感や自己不全感、いまの生活を変えたくな

い、新しいことには直面したくないといった同一性保持

の傾向をどのように緩めて、新しい課題に取り組めるよ

うな意欲を高めていくか、などが重要な課題になります。

これらはしばしば年単位の仕事になりますが。

次に、軽度の知的障害のある事例についてお話ししま

す。特別支援学校に行くほどではないけれども、普通学

級ではかなり厳しいぐらいの知的能力の人たちが、そう

とは認識されず、適切な配慮のないまま学校生活を送る

と、とても気の毒なことになってしまう場合があります。

この方はIQ65、軽度の知的障害をもっています。小学校

２、３年の頃からすでに学業不振の状態で、九九の後ろ

の方は今もちゃんと身に付いていません。ですけれども、

周囲には知的な発達に遅れのある子でという認識がない

ままだったので、「他の子のようにはできない」という体

験ばかりが積み重なったうえ、ひどいいじめの対象に

なって、中学２年でついに不登校になっています。その

後、「通行人が僕のことを見て笑っている」といった被害

感が強まってひきこもってしまい、家族に向かってかん

しゃくを起こすようになりました。このケースの場合は、

ご家族との相談を経て、ご本人さんにも出てきてもらえ

るようになって、療育手帳を取得してもらい、現在は福

祉的な就労に結びついています。こうした発達障害と、

その後、二次的に生じた問題が合わさって、ひきこもり

が生じているケースがあるわけです。

最後に、「パーソナリティ障害」とか、「パーソナリティ

の問題」と言われるようなケースについて少しお話しま

す。「パーソナリティ」とは、生来的な素質に加えて、そ

の後の体験の積み重ねによって形成された物事の考え方

や捉え方、あるいは行動のパターンのことです。「パーソ

ナリティの障害」「パーソナリティの問題」というのは、

それらの偏りや歪みのために、ご本人や周囲が困ってい

るという意味になります。こういう問題をもつ人の中に

もひきこもる人がいます。（スライド⑨）たとえば、自分

の問題を自分で何とかしなければいけないという能動性

を放棄してしまって、ご家族に依存したり、寄生したり

している。だけれども、「やろうと思えば、おれは何だっ

てできる」といった万能感が強かったりすると、他人に

弱みを見せることになるような状況に回避したまま、あ

るいは頭を下げたり知恵を求めたりもしない状況のま

ま、問題が長期化していくことになります。また、実際
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に人と関わろうとすると、急速に心のバランスを失って、

極端な考え方に陥ったり、衝動的な問題行動が生じるよ

うな場合もあるので、心理療法や治療・援助が行き詰まっ

てしまうことが多いようです。

これもお手元の資料には入っていないケースですが、

簡単にご紹介します。この人は28歳の男の人で、インター

ネットでひきこもっている人同士のメール交換をしてい

たそうです。同じ相手としばらくやりとりしていると、

「実際に会ってみようか」なんていう話が始まることも

あるそうです。最初のうちは、彼はとても乗り気なので

すが、話が具体的になってくると、いろいろなことが心

配になってきます。心配というよりは、むしろ不気味な

感じというべきでしょうか。これは仲間作りなんかでは

なくて、カルト宗教の勧誘なのではないか、うっかり会っ

たりすると、とんでもない世界に引きずり込まれていく

のではないか、といったような不気味さです。あるいは、

実際に会い始めると、自分がその相手にとても依存的に

なるのではないか、さらには自分の依存欲求がコント

ロールできなくなって、ストーカーまがいのことを始め

てしまうのではないかという不安であったりします。結

局、彼はインターネット上で知り合った人と、実際には

会うことができずにお別れする。しばらくすると、次の

メル友ができて、また会う相談を始めるのですが、やっ

ぱり同じような不気味さや不安が生じてきて離れてしま

う。こういうことをずっと繰り返していました。

もう一つ。この人はとても知的な印象を与える礼儀正

しい好青年なのですが、どこかでは、「コツコツ働いてい

るやつはご苦労さんだね」といったような、人を見下す

一面があります。たとえ非合法的なことであっても、お

もしろおかしく暮らせる人生というのがあるはずで、む

しろそんな人生に憧れている。またこの人には、一発逆

転のウルトラCのような何かが起きて、そのことによっ

て自分の人生が劇的に良くなるといった空想に耽る傾向

がありました。そのような空想がさまざまな不安や心の

痛み、たとえば、今のひきこもり生活を続けていくと先々

は一体どうなってしまうのかといった不安、誰とも関わ

ることができないという孤独感などを麻痺させていると

いうことが続いていました。不安になったり孤独になっ

たりすると、一発逆転の空想に耽ることでそれらを麻痺

させる、自分を慰めることができる、ということですね。

(スライド⑩）こうしたパーソナリティの問題によって

ひきこもっている方々への治療・支援課題としては、ま

ずは彼が人間関係をもっと安全なものと体験できる必要

があるでしょう。それから、自己評価がもう少し安定す

ることも大事だと思われますし、万能的な感覚がもう少

し緩んで、弱い自分や素のままの自分に向かえ合えるよ

うになれるといいのでしょう。また、それらを通して、

自分の人生は自分自身で何とかしなくてはならないのだ

という能動性を回復してもらえるかどうかが大きなポイ

ントになるでしょう。

ここまでお話ししてきたように、ひきこもっている人

の中にはいろいろな方がいます。ひきこもる人たちへの

精神医学的診断と治療・支援方針は大きく三つに整理し
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て考えるのが良いのではないかと思います（資料、表－

２を参照）。第一群は、統合失調症や気分障害、不安障害

などを主診断として、薬物療法などの生物学的治療を含

めた精神医学的介入が必要ないしは有効と判断される

ケースで、生物学的治療の他、病状や障害に応じた心理

療法的アプローチや、福祉的な生活・就労支援が治療・

支援の主体となるでしょう。第二群は、ひきこもりの発

現に何らかの発達障害が関連していて、治療・援助にお

いても発達支援の視点が不可欠と判断されたものです。

個々の発達特性を踏まえた心理療法的アプローチや福祉

的な生活・就労支援が中心となることが多いと思われま

すが、併存障害（うつ状態や不安・緊張感、被害感など）

に対しては精神医学的治療が必要な場合もあります。第

三群は、パーソナリティ障害（ないしは、その傾向trait）

や身体表現性障害などの神経症的傾向、あるいは、薬物

療法が無効ないしは補助的な手段にとどまるような気分

障害や不安障害など、心理的－社会的支援が中心になる

と判断されるケースです。

お配りしてある資料（表―２）をご覧ください。これ

は精神保健福祉センターでお受けした相談ケースのう

ち、６ヶ月以上ひきこもっていた青年、なおかつご本人

さんに会えた29例を対象に診断を検討した研究論文の要

約です。29例のうち第一群に分類されたのは５例で、相

談・支援の転帰としては、すべての方が精神科医療機関

に繋がっています。第二群に分類されたのは13例で、医

療機関よりも精神保健福祉センターや発達障害者支援セ

ンターなどの相談機関で支援を継続している人が多く、

一部に就労に至っている方もいます。最後にお話したよ

うな第三群に分類されたのが６件でした。

私の話はこれで終わりたいと思うのですが、今日お話

しようとしていたのは、ひきこもっているご本人さんに

はいろんな背景があって、お１人お１人をよくみて支援

の方法を考えていかないといけないということです。ひ

きこもり問題の解決のために必要な支援をまとめて羅列

してみると、このスライドのように、とても多くのメ

ニューが必要になってくることがわかります。これは、

ひきこもりの背景がかなり多様であることの表れです

し、ご家族だけの相談をどのように進めていくかも重要

な課題です。ひきこもっているご本人には何らかの診断

名がつくこともお示ししました。診断がつくということ

で、ひきこもっている人がすべて精神科医療の対象であ

るかのようにお感じになる方がいるかもしれませんが、

むしろ、薬物療法が必須なケースがあるのと同時に、心

理療法や発達支援、生活・就労支援など、多くの非医療

的支援が必要であることが明らかになるのだと解釈して

いただくのが良いと思います。

少し駆け足だったり、話の順序が混乱していたりして、

専門職の方はともかく、一般の方に対しては不充分で

あったかもしれません。後ほど補足できる時間があれば

と思います。ご清聴、どうもありがとうございました。
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資料：青年期ひきこもりケースの精神医学的背景について
（精神神経学雑誌109(9)；834-843,2007を要約）

近藤直司 ・岩崎弘子 ・小林真理子 ・宮沢久江

１）山梨県立精神保健福祉センター ２）山梨県中央児童相談所

３）山梨県発達障害者支援センター

１.研究の方法

本研究では、『社会的ひきこもり』を「年齢や社会的立

場に相応した社会参加に至らず、対人関係を回避して孤

立している状態」を指すものとし、ある４年間における

山梨県立精神保健福祉センターの相談ケースのうち、

６ヶ月以上の社会的ひきこもりをきたしていた青年期

ケース（16～35歳）88例すべてを研究の対象とした。

本人が来談して相談・支援を活用した「来談群」29例

については、その精神医学的診断と治療・援助方針、家

族相談のみで本人が来談しなかった「非来談群」59例に

ついては、精神科医療ニーズと来談群との統計的な比

較・検討を試みた。また、来談群のうち１年以上の家族

相談の後にようやく本人が来談した「長期家族支援後の

来談群」３例を非来談群との中間群と位置づけ、精神医

学的診断と精神病理学的特性、家族状況について検討し、

青年期ひきこもりケースの全体像を展望することを試み

た。

２.88例の概要

対象となった88例の概要を表－１に示す。

３.来談群の精神医学的診断について

来談群については、相談記録の検討と相談担当者（精

神科医、心理福祉職、保健師、作業療法士）からの聴き

取りをもとに、精神科医（臨床経験18年）、精神科医（７

年）、心理福祉職（21年）、心理福祉職（18年）から成る

４者の協議によってDSM-Ⅳに基づいて多軸的に診断し

た。診断に加わった４名以外が相談を担当したケースに

ついては、相談記録の検討に加えて、相談担当者から１

ケースにつき１時間程度の聴き取りを行った。

幻覚や妄想などの精神病症状が確認されたため、速や

かに医療機関を紹介し、精神保健福祉センターでは確定

診断に至らなかった、あるいは、本人が継続的な来談を

拒否し、情報不足のために診断を保留したケースは５例

であった。他の24例については、精神医学的背景と治療・

援助方針、精神保健福祉専門職に求められる役割に応じ

て、おおむね三群に分類することができた（表－２）。

４.長期家族支援後の来談群について

３例すべてに顕著な社会恐怖を認め、１例には広汎性

発達障害が併存、他の１例も広汎性発達障害が疑われた。

この２例には、著しい頑なさや物事を曲解する傾向、特

定の事柄への執着などの精神病理学的特性が共通してお

り、些細な生活上の変化や新しい状況に直面することに

抵抗感を抱きやすい傾向がみられた。またⅣ軸診断とし

て、家族内のコミュニケーションの希薄さや慢性的な不

和、一方的に本人を叱咤するような関わり方など、本人

が医療機関や相談機関を利用するように適切に促した

り、話し合ったりすることができない家族状況がみられ、

本人の来談までに長期を要した要因の一つとなっている

ものと考えられた。

５.非来談群の特性について

非来談群59件のうち、現時点で薬物療法や入院治療を

含めた精神科治療が必要であると判断されたものが16

件、過去に精神科医療を必要としたことが確認された

ケースが８件あった。

また、来談群との間で統計的な検討を試みたところ、

職歴の有無、家族構成、相談・支援の転帰という三項目

で有意差を認めた。来談群ではアルバイト歴のあるもの、

非来談群では全く職歴のないものが有意に多かった。ま

た、来談群では父子家庭と三世代家族が多く、相談・支

援の転帰としては、非来談群で相談の中断が多かった。

６.まとめ

来談群についての検討から、青年期ひきこもりケース

は基本的には現行の国際的診断基準（DSM-Ⅳ）で診断・

分類が可能であると考えられる。ただし、本人が治療者・

援助者に会うことに同意し、困難を感じている社会的場

面や精神症状などについて率直に述べる、必要な場合に

は知能・心理検査の実施に同意する、家族から充分な発

達歴が聴取できるなどの条件がそろわないケース、ある

いは、パーソナリティ障害と発達障害、統合失調症と発

達障害などの鑑別が困難なケースなど、確定診断の難し

いケースも少なくなかった。
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来談群は、精神医学的背景と治療・援助方針、精神保

健福祉専門職に求められる役割に応じて、⑴薬物療法の

必要性ないしは適応があり、病状や障害に応じて心理

的－社会的支援も必要となるグループ、⑵発達障害につ

いての診断・アセスメントと発達支援の視点を含む心理

的－社会的支援、あるいは発達障害に併存する精神障害

（いわゆる二次障害）に対する精神科治療が必要となる

グループ、⑶パーソナリティ障害（傾向）や同一性の問

題identity problem、社会恐怖の中でも薬物療法の有効

性が乏しいケースなど、本人への心理療法的アプローチ

が中心となるグループ、といった三群に分類するのが妥

当であると考えられた。

長期家族支援後の来談群と非来談群についての検討か

らは、本人が相談を活用しようとしないケースの中には、

精神科的な医療ニーズを有するものが少なくないこと、

また、就職・就労経験のないものが多く、著しい頑なさ、

生活が変化することや新しい状況に直面することへの抵

抗感、あるいは社会への志向性、回避傾向、社会適応能

力などの点において、来談群に比べてより深刻なケース

が多いことが推測された。また、本人が来談するかどう

かという点に、家族構成・家族状況が関連している可能

性も示唆された。さらに、非来談群で家族相談の中断が

有意に多かったことから、今後、家族だけが来談するケー

スへの相談・支援技術の向上や支援メニューの多様化に

ついても検討する必要性が明らかになった。
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表－１ ひきこもり相談88例の概要

項 目 人数（％）

性別 男性 ６８人（77%)

女性 ２０人（23%)

１０代 １９人（22%)

２０代前半 ２９人（33%)

２０代後半 １９人（21%)

年齢 ３０代 ２１人（24%)

平均年齢 ２４．８歳

最年少 １７歳

最年長 ３５歳

１０代 ４４人（50%)

２０代前半 ２８人（32%)

２０代後半 ７人（ 8%)

ひ
き
こ
も
り
始
め
た
年
齢

３０代 ４人（ 5%)

不明 ５人（ 6%)

平均年齢 １８．９歳

最年少 １０歳

最年長 ３２歳

１年未満 １０人（11%)

１年以上 ５年未満 ４１人（46%)

５年以上 １０年未満 ２０人（23%)
ひ
き
こ
も
り
期
間

１０年以上 １２人（14%)

不明 ５人（ 6%)

平均期間 ４．２年

最短 ６か月

最長 １５年

中卒（高校中退含む） ２８人（32%)

高卒（大学中退含む） ３７人（42%)最
終
学
歴

専門学校卒 ９人（10%)

大卒以上 ９人（10%)

不明 ５人（ 6%)

なし ４５人（51%)

アルバイト １９人（22%)
職歴

正社員 ２３人（26%)

不明 １人（ 1%)

なし ２４人（27%)不
登
校
歴

あり ３７人（42%)

不明 ２７人（31%)

三世代同居 １４人（16%)

両親 ５２人（60%)家
族
構
成

父子家庭 ３人（ 3%)

母子家庭 １６人（18%)

不明 １人（ 1%)
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表－２ 来談群29例の診断・分類と相談支援の転帰（併存・重複あり）

グループ 治療・援助方針と課題 Ⅰ軸、Ⅱ軸診断 例数 Ⅳ軸 例数 転帰 例数

第１群

５例

薬物療法の必要性・有用

性

病状・障害に応じた心理

的－社会的支援

福祉制度の活用

統合失調症

妄想性障害

双極性障害の疑い

強迫性障害

社会恐怖

3

1

1

1

1

情報不充分

過保護

特記事項なし

家族の意向による能力以

上の進路選択

2

1

1

1

医療機関・通院

相談機関・通所

社会復帰施設・通所

5

1

1

第２群

１３例

発達特性と二次的な情緒

的問題に応じた

心理的－社会的支援が中

心

二次障害に対する精神科

治療

青年期における発達障害

の診断が課題

福祉制度の活用

アスペルガー障害

特定不能の広汎性発達障

害

中・軽度精神遅滞

社会恐怖

適応障害

パニック障害の既往歴の

ない広場恐怖

選択性緘黙

強迫性障害

特定不能の不安障害

特定不能の身体表現性障

害

6

4

3

2

2

1

1

1

1

1

特記事項なし

養育不備

学校でのいじめ

慢性的な家庭不和

障害を踏まえた教育的対

応の不足

両親の過剰な服従的傾向

7

2

2

2

2

1

相談機関・通所

福祉的就労

医療機関・通院

アルバイト

就労訓練

社会復帰施設・通所

5

2

2

1

1

1

第３群

６例

パーソナリティ特性や神

経症的傾向に応じた心理

的－社会的支援が中心

家族療法的アプローチの

重要性

回避性パーソナリティ障

害

特定不能の身体表現性障

害

同一性の問題

強迫性障害

社会恐怖

適応障害

特定不能のパーソナリ

ティ障害

自己愛パーソナリティ傾

向

2

1

1

1

1

1

1

1

過保護

家族の不和と希薄なコ

ミュニケーション

養育不備

親のアルコール問題

情報不充分

2

2

1

1

1

相談機関・通所

相談機関・中断

医療機関・通院

一般就労

アルバイト

2

2

1

1

1

診断保留

５例

不明（統合失調症の疑い）

不明（パーソナリティ障

害の疑い）

不明（広汎性発達障害の

疑い）

不明

2

1

1

1

情報不充分

家族の不和と希薄なコ

ミュニケーション

4

1

医療機関・通院

相談機関・中断

4

1



若者の就労支援の構想

厚生労働省・労働基準局安全衛生部環境改善室長 半 田 有 通

皆さんこんにちは。ただいまご紹介頂きました厚生労

働省の半田でございます。現在、労働基準局安全衛生部

というところで環境改善室長を勤めています。ですが、

今日のお話は、その仕事とは直接関係ないということで、

「環境改善室長として話をするのではなくて、一個人で

行け」という上からの命でございましたので、あえて厚

生労働省としか書いてございません。ただ今、下山先生

からご紹介ありましたが、私自身もこの大学を出たんで

すが、できれば下山先生、武藤先生みたいにこの大学に

残りたかったんですけれども、「お前いらない。」と言わ

れたもんですからね、しょうがなしに役人なってしまっ

たという、ちょっと変わり者でございまして。いろんな

経験をしてきた中で、平成14年４月から昨年の８月まで

４年５ヶ月に亘りまして、キャリア形成支援室長を務め

ました。役人の中では、極めて異例なことなんですね。

普通、役人は、１つのポストを２年、短ければ１年、長

くても大体３年ぐらいで異動しまして、私も、過去一番

長くても３年２ヶ月というのがあるんですけれども、４

年５ヶ月というのは初めてでございまして、その代わり、

お陰様でいろんな仕事ができたと思っております。

それで、今日はですね、下山先生から極めて明確な、

演題頂いておりますので、あまり悩まずに来たのですけ

れども、いつもだとこのようにお話をさせて頂く時には、

どういった方を対象に、どのような目的でということを

お尋ねするのですが、今回はこういうことだと伺いまし

たので、一応準備して参りましたが、１つだけお尋ねし

たいことがございます。今日の公開講座は地域住民への

還元という意味合いもあるというふうに伺っております

ので、ひょっとしたらお子さまをお持ちの親御さんがこ

ちらにいらしているのだろうかと思うのですが、いらっ

しゃるのでしょうか。もしもお差し支えなければお手を

挙げて頂ければと思うのですが。下山先生、お１人で。

分かりました。あまりいらっしゃらないようでございま

すので、多分そういうことで、お悩みの方はいらっしゃ

らないのかなと思いますが。実はですね、私自身、子ど

もが３人おりまして、大変恥ずかしながら、２人、調子

が悪くなってしまいまして、今ようやくそれから脱して

きているわけでございますけれども、ようやく二人何と

かなったかなと思っておりましたら、一番まともだと

思っていた長男がですね、言うところのフリーターみた

いな感じでございましてね、「自分の夢はこれなんだ、こ

れをやりたいから、もうちょっとやらせてくれ。」と言う

んです。26歳になっておりますけれども、まあ父ちゃん

も考えてみれば28歳まで大学にずっとおりまして、28で

ようやく就職したんですからね、まあそれもよいかと

思っているわけでございます。

というわけで、端からは、何か、順風満帆で生きてい

るように見えるらしいんですけれども、実は我が人生も

あちこち躓き、ゴテゴテとした人生でございました。も

し、何かお悩みのお父さま、お母さまがいらっしゃるの

でしたら、是非、「必ず明けない夜はない。」と申します

ので、きっとそういう支援も心理相談室やっていって頂

けるのだと思いますので、そういうことを心に刻んで

やって頂ければと思います。

それでは、自分の体験も踏まえながら、若者就労支援

の構想ということで、今から30分弱、２時15分までです

かね、お話をさせて頂きまして、その後、石川京子さん

に引き継ぎたいと思います。

さて、若者就労支援の構想ということでございます。

まず第１に若者の現状ということをちょっと。スライド

使いませんので、資料をお配りして…。すみません、わ

たくしデジタルデバイドで、パワーポイントというのを
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よう使いませんので、紙でお配りしたのをご覧下さい。

基本的にレジメの１枚目、２枚目をご覧下さい（レジメ

を参照）。

それでレジメの「１ 若者の現状」に書いてございま

すが、まず「若者の現状」。「就業、失業率の問題」とい

うのがございます。これは資料№１をご覧頂くと分かる

と思いますが、大体若者の失業率が10パーセントちょっ

と割るぐらい。（若者の失業率は）成人全体の失業率の２

倍ぐらいというのが普通です。これ、どういうわけか分

かりませんが、日本でも外国でもいずこでも同じです。

大体普通の失業率の倍というのが相場になっているよう

です。どうしても若者というのは就労経験やまだ非常に

人生経験が浅いせいか、失業率が高いということです。

それからもう１つ、これもお聞きになったかも知れま

せん、「七、五、三問題」と俗に言われているものがござ

います。資料№２をご覧頂きたいと思います。中卒で、

７割の方、高卒で就労した方のうち５割の方、大卒の３

割の方、こういった方々がですね、大体３年以内に離職

する。そういった方の割合が７、５、３。大体こうなり

ますので、「七、五、三問題」と言われています。これも、

14年、15年から言われておりますけれども、長い目で見

ますと、ここ10年、20年あまり変わっていない傾向のよ

うではあるんですね。ただ、この「七、五、三問題」と

いうのはやっぱり大きな問題ではございます。

そして今日のメインテーマになろうかと思いますニー

ト。私が、「ニート」という言葉に初めて接しましたのは、

平成14年度の末頃だったと記憶します。日本労働研究機

構と当時言っておりましたけれども、そこの研究リポー

トの中に「イギリスのニート対策」というのが出てきま

した。その後、私どもがニート対策という形で売り出し

たこともあったのかと思いますが、平成16年の年末の頃

でしたか、流行語大賞を選ぼうと言う時には、そのニー

トが選ばれるか選ばれないかといううわさもあったぐら

いで、割と社会問題にもなってきたかと思っております。

定義、意味合いはそこに書いてございますように「Not in
 

Employment,Education or Training」というので、働

いていない、学校にも行っていない、職業訓練も受けて

いない。こういう人は、我々の頃だっていたわけでござ

いまして、その頃は「プータロー」と呼んでおりました

けれども、それでもそういった方が（当時は）社会の中

の、やっぱり例外的な位置付けだったのが、そこに書い

てございますように、今や、64万人にも上るというのが

１つの大きな問題となっているところでございます。こ

の「ニート」という言葉そのものはイギリスから現れて

きた言葉でございますが、先ほど近藤先生のお話にもご

ざいましたけれど、イギリスのニートと日本のニートと

は大分事情が違うようでございます。日本には、やはり

日本なりの事情があるようでございまして、そういうこ

とを加味したような対策をやっていく必要があるようで

す。

ということで様々な対策をやって参りました。そう

いったことで、わたしが関わって参りました、若者支援

対策。レジメの「２ 対策」のところで「イ」、「ロ」、「ハ」、

「ニ」と、どういう考えで、どういうことをやってきた

かということをご紹介したいと思うのですが、その前に、

ちょっと次のレジメの＜参考１ 若者対策の系譜＞をご

覧頂きたいと思います。何を申し上げたいかと言います

と、お陰様で厚生労働省、中でもその労働政策における、

「若者支援」というものが、いろんなところで注目をし

ていただいて、私自身もテレビのインタビュー受けたり

といったこともあったのでございますけれども、実はそ

ういう政策は、突然生まれてきたのではないのだという

ことでございます。＜参考１＞に書いてございますが、昭

和45年、「勤労青少年福祉法」という法律が作られまして、

この中で、「勤労青少年の福祉」ということを掲げて行政

として取り組んできたわけでございます。私がおりまし

たキャリア形成支援室は、実は大昔は「年少労働課」と

言っておりました。それが組織改正の中で「勤労青少年

室」となり、私が着任した14年４月に、「勤労青少年室」

から「キャリア形成支援室」へと、このように展開した

わけでございます。変わったには変わったなりの理由が

ございまして、この全体的な若者支援の根底にもござい

ます「キャリア形成支援」、これを担うキャリア・コンサ

ルタントを養成していくということが、大きな課題に

なっておりました。この年譜で言いますと、平成14年４

月「キャリア・コンサルタント５万人計画」というのが

ございます。この点の詳しいことに関しましては、資料

に「№６」「№７」とつけてございますので、後で、「キャ

リア・コンサルタント」、「キャリア・コンサルティング」

というのはどういうものなのか、ちょっとご覧いただけ

ればと思います。

そういうことで、このキャリア形成支援を進めてきた

わけでございますが、最初の年、14年の４月は、とにか

く「キャリア・コンサルタント５万人」に向けて、養成

体制を整えていくといったことが最優先でございました

が、それが一段落したところで、大きくクローズアップ

されてきたのが、先ほど申し上げました若者の問題でご

ざいます。キャリア・コンサルタントの養成が求められ

た背景には、平成12年、13年頃の雇用失業情勢、失業者

150万人、200万近くになろうとしていた時代。そういっ

15



た時代の問題があったわけでございますが、キャリア形

成支援ということを考えた時に、中高年失業者の問題も

重要なんですけれども、これから成長していく、日本を

担っていくべき若者のキャリア支援。これこそが重要で

ある。こういうふうに感じたわけでございます。そして

先ほど申し上げましたように元々、私どものところでは

勤労青少年福祉ということで青少年対策をやっておりま

したので、これらがうまく私の気持ちの中で合致いたし

まして、若者キャリア形成支援ということに乗り出して

いったわけでございます。若者支援は、行政としては、

昭和45年から、もう32年もやっているわけでございます

けれども、45年、勤労青少年福祉法成立を機会に整備さ

れてまいりました勤労青少年対策から、大きな転換を

図った。まあ私どもの言葉で言いますと「勤労青少年行

政」― 略して「勤青行政」と言っておりますが、―「勤

青行政」から「若年キャリア支援」へというふうに大き

く転換したのが、平成14年から15年ということでござい

ます。ご覧のようにその後、「ヤングジョブスポット」、

「自立塾」、「サポートステーション」と、このように続

いてきているわけでございますが、そういう流れがある

ということをご承知頂きたいと存じます。

それではどういった対策を講じてきたか、その辺りを

かいつまんで、ご紹介申し上げたいと思います。最初の

レジメに戻って頂きます。２.対策の「イ ヤングジョ

ブスポット」。実はこれが、いっとう最初に私が取り組み

ました若者支援対策でございます。これは私どもの関係

団体で、「独立行政法人 雇用・能力開発機構」というの

がございます。ここを実施主体といたしまして、民間の

方々の協力も得てやった、というものでございますが、

15年３月から、全国14都市、16ヶ所にこの「ヤングジョ

ブスポット」というのを設置して運営して参りました。

残念ながら、今年の３月、東京と大阪を除きまして、全

部閉所となりました。というのも、この後、申し上げま

すけれども、今や、様々な若者対策をやっておりますの

で、ヤングジョブスポットの、先行的な取り組みとして

の役目は終わりなのではないかということで大幅縮小と

いうことになったわけでございます。そういうことでご

ざいますが、このヤングジョブスポット、どういう目的

で動き出したかというと、「② フリーターの職業意識啓

発」。こういうと、硬い言葉になりますが、平たく言いま

すと、「フリーターでもええやんか」とか、いや「フリー

ターでしかいられない」とかいう「でもしかフリーター」、

「やむを得ずフリーター」、いろいろいらっしゃいますけ

れども、そういった方々にですね、「いや、あんたもでき

る、できるんだ」という気持ちになってもらおうと。そ

ういう考えでいろんな支援をやっていこう、そういうも

のとしてこのヤングジョブスポットを構想したものでご

ざいます。じゃあ、その就労の支援はどうするのかとい

うことが気になるかと思いますけれども、その部分は、

役人くさいこと申し上げるようでございますが、我が厚

生労働省の中に「職業安定行政」というものがありまし

て、全国各地にハローワーク＝職業安定所、それから、

中学、高校、大学等々とも連携しましてですね、そういっ

た新卒者、あるいは第二新卒と言われる方々の就労支援、

これはちゃんとやってございますので、職業能力開発局

キャリア形成支援室としてやっていくのは、あるいは

やっていいのは、職業意識啓発までであると。その先は

余計なことするなとこういうこともございましてね。ま

あ意識啓発というところを中心にやっていこうとしたの

でございます。この考え方の根底にございましたのは、

先ほど申し上げましたキャリア・コンサルティング、カ

ウンセリング。これは、基本的には１対１の相談支援と

いうことなんでございますけれども、このキャリア・カ

ウンセリングの手法の１つにグループカウンセリング、

あるいはピアカウンセリングとも言うんでしょうか、そ

ういったものがある。これはアメリカで、就労困難者に

対する支援の仕組みとして、これが活用されて、それで

成果をあげているということでございました。求職活動

をやっても、なかなか就労できない方々が集まって、自

分の経験を話したりしながら、励まし合い、あるいは他

人の経験を自分の経験として成長していく。そういった

中で就労を容易にしていこうというものでございます。

そういったものを、若者のためにやってみたらどうだろ

うかという考え方でございます。それからもう１つ、勤

労青少年ホーム。先ほどご紹介しましたように、私ども、

勤労青少年福祉法に基づきまして、全国に勤労青少年

ホームというのを設置して参りました。勤労青少年ホー

ムというのは、この名前からお分かりいただけるように、

本来は働いている方、労働者の、在職青少年の憩いの場

として設置されたものでございます。これもちょっとお

話すると長くなりますので、止めておきますけれども、

その勤労青少年ホームでは、若い人たちが集まって、語

り合ったり、スポーツをやったり、料理、英語そういっ

た講座に参加したり、そういった中で輪を広げていく。

こういう経験の場を提供するという仕組みでございま

す。こういう行政の経験もっておりましたので、ここら

辺を応用して、ヤングジョブスポットというのを作った

らどうだろうか。それで大都市の比較的便利なところに、

こういう若い人たちが集まりやすいような、いわば溜ま

り場を作って、若者同士が相互に啓発し合うようなこと
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をやっていく。もっとも、若者だけでは、うまくいかな

いこともあるでしょうから、そこをちょっと、その中に

入って、少し先輩格の若者がお手伝いする。指導という

より、一緒に、ものを考えて活動していく。そういうお

兄さん、お姉さん的な役割を担う人ということで、アテ

ンダントというものを配置するということにしたわけで

ございます。実は、このアテンダントは、若者就労支援

を担うのだから、やっぱり若者じゃないと駄目だよな、

と私は思っておったんですけれど。確かに、高齢者の場

合はなかなか難しい面もあるんですけれども、やはりこ

れはお人柄次第だなということをしみじみ思いました。

ヤングジョブスポットが、最初に作られたのは横浜なん

ですけれども、ここで一番人気のアテンダントさんは誰

かと言いますと、小倉良三郎さんとおっしゃいまして、

今72か３ぐらいにおなりでしょうか。一部上場企業の社

長までお勤めなったような方なんですけれども、この方

がですね、すごい人気でございました。どこが違うかと

言ったら、やはり若者たちと同じ目線で、よく受け入れ

てくれる。決して「迎合する」というのではないんです

けれども、若者の言うことをよく聞いてくれる、という

ことなんですね。だから若い人であっても、目線の高い

といいますか、見下ろすような目線で話すような、若い

アテンダントではあまり勤まらない。ただ一般的には

やっぱり若者の方が、若者支援には有利だと思います。

こういうことでヤングジョブスポットを始めました

が、その翌年、今度はジョブ・カフェ（レジメの２のロ）。

実は、ジョブカフェは、厚生労働省の政策というよりも、

政府全体の取り組みといたしまして、16年度に「若者自

立挑戦プラン」というのが関係大臣会合というので決定

されました。それに基づいて実施しておるものでござい

ます。この実施主体は、都道府県でございまして、中央

省庁も、経済産業省、厚生労働省、文部科学省、それか

ら内閣府の経済財政担当部局、これらがが関与して、展

開されてきました。ジョブ・カフェ事業としては18年度

で終わってございますけれども、その後も、経済産業省、

あるいは厚生労働省から若干の委託費などを流しており

まして、多くのジョブ・カフェがいまだに継続している

と承知しております。実施責任者は都道府県なんでござ

いますが、民間に委託してやっている。厚生労働省は、

ハローワークを併設するなどをして協力しているという

ことでございます。こちらは、フリーターの就労支援で

ございます。ヤングジョブスポットと違うのはヤング

ジョブスポットが「意識啓発」まで、ということに対し

まして、ジョブ・カフェはフリーターの「就労支援」。「③」

に書いてございますように、ここで、すべてのサービス

を提供しようということで構想されたものでございま

す。ヤングジョブスポットも、ジョブ・カフェも、同じ

ようなものに見えるんですけれども、多くの方々に聞い

てみますと、その実態において、やっぱりヤングジョブ

スポットの方が、フリーターの方は、来やすいというこ

とでした。ジョブ・カフェは、まあ一部例外もございま

すが、やはり学生さんが多いように聞いてございまして、

これは都道府県によっても、やや差があろうと思います

けど、概してそういうことが言えるかと思います。

こういったことで、「イ」、「ロ」ともに共通しますのは

このフリーター対策ということでやってきたのでござい

ますが、17年度からいよいよ、「若者自立塾」いうものに

乗り出すことになりました(レジメの２のハ)。17年４月

から事業を始めまして、選定基準なんかを作りまして、

やっぱり民間の方々に手を挙げていただいて、そこから

20団体選んで実施するということでやってきました。そ

の選定基準なんかを作りまして、実際に選定し、一番最

初の塾が始動したのは17年の７月でございます。これも、

ただ今申し上げましたように民間主体ということ。それ

からニートの就労支援ということで始まりました。

この考え方の根底には米国、ジョブコーというのがご

ざいます。コーというのはCORPSですね。Marine Corps

とは海兵隊ですけれども。その仕事に就けるように支援

していく。集団生活を基調として大体２年ぐらいやって

いたかと思いますが、そういった中で就労に結び付けて

いく。「アメリカのニート対策」と言いたいところでござ

いますが、「就労困難者」という言う意味では同じなんで

すけれども、そこは我が国と米国との事情が全然違って

ございます。率直に申し上げると米国の方は、ニート対

策というよりは、マイノリティ対策というか、そういっ

た面がかなり強うございます。このジョブコーなどを参

考として、合宿制でやったらどうだろうか、いうことで

すが、最初に言い出したのは、さる有力国会議員だった

と思います。私自身は、「こういうのをやらんか。」と言

われましたときに、その時にその先生にお答えしたこと

があるんですけれどもね。「先生、我が国に徴兵制度でも

あるなら、できると思いますよ。」と。「兵隊に行くか、

それとも若者自立塾に行くか、どっちか選べと、こう迫

れるんだったらそういうことも可能でしょうけれども、

一体どこにね、わたしニートなんです、何とかして下さ

い、わたしを鍛え直して下さいっていう若者がいるんで

すか。そういう若者がどうやって来るんですか。そんな

こと机上の空論でしょ。」と。こういうことを15年頃、議

論していたんですね。だけれども、いろんな紆余曲折が
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ございまして、「厚生労働省としてやるんだ」という方針

になりまして、そうなりましたらなぜか知りませんが、

一番反対していた私にやれと命令が下って参りまして、

じゃあどこまでできるか分からんけれどもやってみま

しょうということでやってみました。結果から言うと「い

や、意外に、思ったより善戦しているな。」というふうに

思っております。これは本当にこの事業の構想段階から、

様々な引きこもり支援団体等々のご支援ご協力を頂いて

参りましたけれども、そういった方々のご協力の賜物で

あったなと今本当に感謝してございます。

この政策は、そういう有力国会議員、あるいは厚生労

働省トップからの「これを是非やれ。」という指示を受け

やっていたわけでございますが、実施するには、何より

もお金が必要。ですから私どもの戦う相手は財務省＝大

蔵省でございますけれども、大蔵省はなかなか「ああそ

うですか。」と言ってくれません。国会議員がいくら言っ

ても、厚生労働省幹部が言っても、「それはお宅の理論

だ。」と。「うちはうちの論理で査定させていただきま

す。」、とこうくるわけですね。この時非常に大変でした

のは、「何で厚生労働省がこんなことやるんだ。そういう

引きこもりみたいな話だったら文部科学省。厚生労働省

がやるにしても厚生部局ではないのか。」と、こういうお

話もございましてね。そこで私、随分、喧喧 議論し

ました。国の予算って、どういうふうに決まるのかあま

りご存知ないと思いますので、ちょっとご案内しますと、

大体８月末に各省庁が予算案というのを作って財務省に

提出します。９月末ぐらいに、まず主計官に対して各局

長が説明をする。それが終わりますと、主査クラス― 補

佐クラスでございます。―に対して、私のような、課室

長が説明をする。大体、説明は１回。問題があると追加

説明、再説明ということで１回、２回と呼ばれることあ

りますけれども、この若者自立塾では、私、７回８回９

回、何回行ったかな。ひどいときは明け方の３時くらい

に呼び出されて、それから自宅から役所に駆けつけて

延々議論してくる、ということもございまして、12月財

務省原案＝政府原案が定まって公表される直前まで、も

めにもめておりました。何て言いますかね、それぐらい、

従来の枠を越えた政策であったということでもありま

す。

その時に、財務省の主査が言ってらしたこと。これは

多くの国民の声でもありました。世論の反応も大きく二

つに分かれてございました。「厚生労働省がよくぞこうい

うところに乗り出してくれた。」というお声も多かったの

でございますが、他方、ものすごい反発の声もございま

した。わたしも『週刊新潮』に顔写真入りで出ましてで

すね、とんでもないことを考えている馬鹿がいると言わ

んばかりに書かれたこともございました。この反対論の

声を代弁していたのが、まさに財務省の当時の担当主査

であったろうと思いますが、主に、こういうことを言わ

れました。「まっとうに働いている人がたくさんいる。若

者でも、まともに働いているのがたくさんいる。それな

のに、そんな何ですか、ろくに働かない、ろくでなしの

ために、税金を使うのか。」と。「まともに働いている人

の納めてくれた税金を、働かない人のために使うのはお

かしい。そんなやつは飢え死にすればいいんだ。」と。ま

あ、本気で、飢え死にとまでは思っていないでしょうけ

れども、そんな感じの意見が多うございましたね。これ

に対して、私がいつも申し上げておりましたのは、「違う

んですよ。長い目でみましょうよ。日本の場合は、ほうっ

ておいて、勝手に飢え死にしてって言う訳にいかないん

ですから、彼らは、必ず生活保護の対象にしてあげなく

ちゃいけなくなるんです。つまりタックスイーターにな

るんです。税金を食べる方になっていくわけです。彼ら

をタックスイーターではなく、タックスペイヤー（納税

者）に育て上げるんだ。そのために今ここで10万、20万、

30万の金ぐらいどうってことないじゃないですか。」と、

「長い目で見ましょう。」と。こういうことで議論するん

ですけれどもね、やはり、「理屈ではそうかもしれないけ

れどもやはり国民感情が許さないのではないか。」とこう

いう意見がございました。それが大きな反論の１つです。

もう１つの異論は、先ほどちらっと言いかけましたが、

「なぜこんなことをお前の方（＝厚生労働省職業能力開

発局）でやるんだ 」と。これに対する答えはですね、

過去の日本では、学校にいる間は文部省、学校を卒業し

たら労働省、学校に入る前と出た後は厚生省。割ときっ

ちり分かれて、国民のカテゴリーというのは、それぞれ

の行政の中にきちっとおさまってたわけですね。たまに、

その狭間に陥る人がいると警察のお世話になったりとい

うこともあったかもしれませんけれど、基本的には学校

にいるか、働いているか、ということが大部分だったの

でございますが、学校を卒業してきちっと就労するまで

の期間というのが大分長くなっている。そういう（狭間

にいる）方が多くなってきている。つまりこういう人た

ちは、ある面からみれば教育行政でカバーするべきとこ

ろかもしれないし、ある面からみれば労働行政かもしれ

ない。厚生行政かもしれない。どこがやってもおかしい

し、どこがやってもいいんです。でも誰かがやらなくちゃ

いけない。どこかやってくれるんだったら、どうぞやり

たい所にやらせてあげて下さい。こういうお話をしまし

て、ようやくこれを認めてもらいましたが、その時の主
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査が最後の最後、「これを認めないともう絶対に予算は付

けない。」と言われたのが「就労目標７割」なんですね。

わたしはニートの方々の支援ですから、ニート状態から

脱すればいいじゃないか、別に、「能力開発局でやってい

るから能力開発をしないといけない、あるいは労働行政

当局がやっているから就労しなくちゃいけない。」なん

て、そんなケチなこと言うな、と。「Not in Employment,

Education」ですから、学校に戻るのでもいいじゃない

か。実は、ニートの皆さんの１つの問題はやはりこの学

力不足ということがありまして、そのためにいつまで

経っても劣悪な労働環境から抜け出せない就労者、そう

いう問題がありますので、学業に戻ることはとても大事

なことだと私は思うんです。ところが、財務省の主査は、

「これは、厚生労働省の労働部局、能力開発局がやって

いる仕事であるから、最終目標は就労である。」と。そこ

まではいいんですけれど、今、何かにつけ、成果目標と

か数値目標を出せと非常にやかましくなっております。

なかなか大学もいろいろ数値目標のこと言われているら

しいですが、その辺、大変だなあと思わないこともない

んですけれどもね。それはおいて、そういうことで、「就

労目標を示せ。就労目標は７割にしろ。」というんですね。

「７割って一体どこから出てくるんですか。」って言った

ら、私ども、公共職業訓練というのを全国で展開してご

ざいますが、この就労目標がやはり７割なんですよ。「だ

からこれと一緒だ」と。これも抗議しました。「あんた、

相手はニートやで。」と。「３ヶ月くらいの訓練でね。ニー

トからは何とか脱出せないかんけれど、それが就労。そ

んなアホは話があるかいな。」と、こう言うんですけれど

もね、聞いてくれない。７割を受け入れないと予算は付

けない、と言うんです。最後、しょうがない、まあいい

や、ここは、「はい、分かりました。」と言って、できな

かったら「できなかったんだもん。」と言ってやれ、と思

いまして。「分かりました。」、と言ってこう引き受けたん

です。

でも、心の中では、本当は３割も行けばいいだろうな

と思っておりました。ところが、現実はですね、５割５

分。もちろん、この５割５分の中にはアルバイトさんも

入っていますから、いうなればニートがフリーターに

なったというような状況もあるのは事実です。しかしそ

れにしても、私、５割５分もいくとは思ってませんでし

たので、やればできるんだなあ、と。

そして、もう１つ、こういうのをやってみて分かった

こと。最初の申し上げました、「一体、どこの馬鹿がわた

しを鍛え直して下さい、叩き直して下さいと手を挙げて

くるもんか。」と、こう見ておったわけでございますが、

実はいるんですね。多くの塾生は、親御さんに、あるい

は近隣のおじさん、おばさんに、遠縁のおじさんに言わ

れたと言って来るんですけれど、私、ある塾を見に行っ

た時に、びっくりしました。ずいぶん、すっきりした青

年がいます。それで、「あなたなぜここに来たの」と聞い

たら、「かくかくしかじか、こういう状況で働けません。

でも、このままでは、いずれ両親もいなくなった後、わ

たし一人では生きていけなくなるので何とかしなくては

いけないと思って、親に頼んで入れてもらいました。」と

いうんですね。私はそれを聞いて、「いやあ、立派だね。

でも、あんたみたいな、しっかりした人なら、来る必要

ないと思うんだけれどね。」、こういうんですけれど、彼

が言うには、「いやわたしは、社会に出て行けない。働け

ない。」と言うんですね。

そこで、ハタと気が付いて、実は去年の春頃いろんな

ところを調べて回ったんです。その中で分かりましたの

は、本当に「ニート」といっても、いろんな実態がござ

いまして、これも、さっき近藤先生のお話にちらっと出

てきていましたけれど、発達障害の方が結構いらっしゃ

るんですね。発達障害というのは、通常は、20人に１人

ぐらい、５パーセントぐらいと聞いておりますけれども、

東京近辺の若者自立塾に、ニートとして入っておられる

方々を見て参りましたら、２割強が何らかの発達障害。

場合によっては精神疾患ということもあるんですけれど

も。そういう方々がいらっしゃるということが分かりま

して、なるほどと。こういう子たちがニートになってい

るというのは、これは本当にやっぱり何とかしなくては

いけないなと改めて思った次第でございます。

余談ながら発達障害というのは、最近、にわかに増え

てきたのかなと思って、私どものところでも障害者支援

も行っていて、そこの専門家とも情報交換する中で、そ

ういう質問を発してみました。「発達障害は増えてきてい

るのでしょうか」と。これに対する彼の答えは、「多分、

それは人間のDNAの話だから極端には増えたというこ

とはないだろう。やはり一番大きな要因は社会構造が変

化してきたことなんだろう。」と。つまり、昔だったら職

人仕事なんかがあって、それは発達障害の方でもちゃん

と、あてはまるような部分があったのが、それが今どん

どん外国に出ていっている。今の日本では、そういった

発達障害の人が働けるような余地が少なくなってきてい

るのだろうと。こういう説明でございました。

こういったことで、若者自立塾、17年に20団体で始ま

りまして、現在は30団体。資料№４につけてございます

ので、後ほどご覧頂きたいと思います。それからホーム

ページのURLもつけてございますので、ご関心ありまし
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たらちょっとご覧頂ければと思います。

さてそれからすみません、時間過ぎてしまいました。

若者サポートステーション（レジメの２のニ）。次なる

ニート対策として何をやっていくのかと問われて、わた

しが提案したのが、このサポートステーションでござい

ます。このサポートステーションは、地方自治体が中心。

実は市町「村」とまでは言いませんけれども、市、町に

やって頂くということを想定しておったんですけれど

も、残念ながら、やはり市町村レベルでは、まだまだそ

ういった問題に対する認識が十分ではございませんで、

結局、都道府県中心で今進んでいます。

多くの方は、ジョブ・カフェの代わりに、サポートス

テーションが出てきたように考えておられるようなので

すけれども、実はですね、ここで、わたし本当に目指し

ておりますのは、ニートの就労支援ではなくて、「若者の

総合的な自立支援」なんです。最終的な目標は、もちろ

ん「就労」なんですけれども、就労だけを目指すのでは

なく、「社会的自立」を目指す。社会の一員として、きち

んと自分の足で立って、働き、家族を養って頂く、そう

いうふうに支援していって頂きたいと思っておりまし

た。ただ、それをハッキリ言いますと、先ほど申し上げ

ましたように、厚生労働省が、能力開発局が（何故、手

を出すのか。）、とこうなりますのでね、一応、就労支援

を強調したような絵にしてございますけれども、本当の

所は、「若者の総合的な自立支援」。そういうことで③、

実は、地域には、若者支援のための、さまざまな資源が

すでにございます。メンタル面であれば保健所ですとか

精神福祉センターですとか、それからもちろん雇用面で

したら、公共職業訓練施設、あるいはハローワーク。特

に、若者ためのヤングハローワーク。こういったものも

ございます。そういうわけで、こういったものが連携し

てやっていただければな、ということが、この構想の根

本にあったのでございます。これに関しましてちょっと

資料の№５をご覧頂きたいと思います。ここが核心でご

ざいまして、これだけはご理解頂きたいと思います。輪っ

かが書いてございますけれども、地域サポートステー

ションがありまして、保健福祉機関、民間支援機関―こ

れは民間のNPOか何かを想定してございますが―、教育

機関ですとか、就労支援機関。若者の必要とする支援は、

人と時期によって、様々でございます。個々の若者の、

時々の状況に応じて、必要な支援を、各支援機関が、適

宜適切に提供していく。そのためのクリアリングサービ

スと言いますか、コーディネーションといいますか、そ

ういう機能を持ったものとして、地域のサポートステー

ション、これを構想したものでございます。ただここで

も、ちょっとご覧頂くと、「もしもそうなら…」と思われ

ないでしょうかね。「もしもそうなら何で、このサポート

ステーションが真中にいないんだろう なんか、輪っか

の中に、他の支援機関と同じように並んでいるのは、何

故なんだろう 」というふうにお感じになった方がい

らっしゃったとすると、その方は、大変鋭うございます。

実は、そこが味噌でございましてね、なぜこうしたかと

言いますと、わたくしは、本当は、総合支援にしたかっ

たので、本当は真中にもってきたかったんです。ところ

がそれをやりますと、厚生労働省が、労働行政部局が、

能開局が、キャリア形成支援室が何をやり始めるのか、

とこうなります。そこで、私は、「あくまでも最終目標は

就労支援なんです。だからサポートステーションでは、

その右に書いてございますように、相談支援とコーディ

ネート事業、こういうこともやりますけれども、それと

ともに、職業意識啓発事業という能力開発行政の中の重

要な役割がございますが、これもやるんです。自らもや

るけれども足りない部分を、地域の様々な支援機関のサ

ポートを頂きながらやるんです。」という説明をしたんで

すね。ということで、輪っかの真中ではなくて、上の方

に書いてある。こういうわけなんでございます。ただ、

これはあくまでも役人の、予算取りのため、あるいは役

人のセクショナリズムを打破するために作った理屈でご

ざいますから、やはり目指すのは若者総合支援でござい

ます。で、イギリスも北欧諸国も、大体欧米諸国はです

ね、この若者支援というのは、１つの部局の下で、強力

にやっております。我が国も、実は内閣府の中に青少年

担当大臣というのがいらっしゃるんですけれども、ここ

が強力にイニシアティブ取ることが、なかなかできない

というのが現状です。こういった中で、「中央省庁（セク

ショナリズム）のことはもうしょうがない。でも地域に

おいては、各機関が連携をして、地域の若者、日本の若

者の将来のために、手を取り合って一緒にやって頂きた

い。」という思いでこれを始めたわけでございますが、な

かなか縦割りの打破というのは難しゅうございます。長

年、染み付いた考え方と言いますか、そういったものが

邪魔するのか、こういった考え方をですね、何度も何度

も何度も何度も、ご説明するんですけれども、県のご担

当の中には、本当に何度言っても分かって頂けないとい

う方が少なからずございます。そういったことで、現状

どうなっているかということは、きっと群馬はよくやっ

ていらっしゃると思いますけれども、後ほど石川さんか

らお話をいただきたいと思います。以上、私の話はこれ

で終わりますが、最後、２ページの「３」のところ、こ
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れを最後に申し上げて終わらせて頂きたいと思います。

若者支援、これは「業」やっておられる。「業」として、

やっていいのか、どうか、福祉か事業かということを、

NPO法人の方なんか、民間団体の方なんか悩んでおられ

るんですけれども、私はNPOをあまり過大評価するのは

NPO神話だと思います。民間団体でやる以上はですね、

やはりその団体の従業員を養っていかねばなりません。

事業が継続するためにも必ず金は必要です。ですから、

当然一定の事業収益を得ていくのは当たり前。若者支援

というのは、私は、行政の仕事か、あるいは民間の「業」

にならないと、続いていかないと思っています。そうい

う意味で「業」でないといけない。それから「ロ」でご

ざいます。連合さん、あるいは日経連、労使双方の話を

聞いていても感じるんですけれど、皆さん若者の問題に

関心持って下さるのはありがたいのですけれど、どうも

伺っていると、若者をうまく使わなくちゃいけない、な

んだかこの、「資源価値」のようにご覧になっているよう

な気がします。確かにそういう面もあるんですけれど、

しかしですね、若者というのはやはり、その国その国に

とっての、大事な大事な後継者たちなんですね。やっぱ

り若者を育てることを怠った国は将来はないと、私は

思っていまして、若者にはそれだけで存在価値があるん

だと、そういう存在価値を花開かせていく。そういった

ことをわたしども大人がやっていかなくちゃいけない。

そのためには、何省の何局のなんて関係ないんじゃない

かと。私はこう思っております。ただそういった若者支

援やっていくためにはですね、情熱とともに若者支援す

るための専門的なスキル、知識、これは必ず必要である

と思います。そういった点で若者支援の中核にいらっ

しゃるキャリア・コンサルタント、臨床心理士、こういっ

た方々の情熱と専門的スキル。あるいは、そういう事業

を担われる担当の方々の情熱、スキル。こういったもの

がとても重要になってくるのではないかと思っておりま

す。以上、時間を超過してしまいましたが、こういうふ

うに考えて、取り組んで参りました、というご報告でご

ざいます。ご静聴ありがとうございました。
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レジメ

平成19年10月13日（土）

若者就労支援の構想
―若者自立塾・サポートステーション創設時の経験から―

厚生労働省 半田 有通

１.若者の現状

イ 就業率、失業率（№１）

ロ ７・５・３問題(№２)

ハ NEETの現状(№３)

定 義：「Not in Employment,Education or Training」

働かず、学校教育を受けず、職業訓練にも参加しない

64万人：年齢15～34歳に限定し、非労働力人口のうち家事も通学もしていない者。（厚生労働省）

NEETの問題点 本人にとっても、日本全体にとっても、不利。

２.対策

イ ヤングジョブスポット（15年３月～19年３月）

① 雇用・能力開発機構が主体。民間団体の協力を得て。

② フリーターの職業意識啓発対策

③ グループカウンセリングの応用、勤労青少年ホームの応用

④ ⅰ 若者同士の情報交換、ⅱ 職場見学・体験、ⅲ 職業情報、ⅳ 相談支援

アテンダント（若者、高齢者）

ロ ジョブ・カフェ（16年度～18年度）

① 都道府県から民間に委託。ハローワークも併設。

② フリーターの就労支援。実態は、…。

③ ワンストップサービスを目指す。

ハ 若者自立塾（平成17年度から、№４） http://www.jiritsu-juku.jp/

① 民間主体

② NEET対策

③ 20人、３ヶ月の合宿訓練。

④ 就労目標７割に対し、５割５分。

⑤ 一口に、NEETと言うけれど、実態は…。

ニ 地域若者サポートステーション（平成18年度から、№５）http://www.ys-station.jp/index.html

① 地方自治体が中心。（市町を想定したが、実態は都道府県中心）

② 名目は、「NEETの就労支援」。本音は、「若者の総合的自立支援」。「日本版コネクションズ」

③ 地域の各資源の、有機的連携を図る。

能力開発、雇用、教育、保健、福祉の連携。

「縦割り」打破の難しさ。

３.感想

イ 若者支援という「業」。福祉か、事業か。NPO神話。

ロ 一寸、待った‼ 若者は、国の宝。育てれば、育つ

ハ 情熱と専門的スキル
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＜参考１＞ 若者対策の系譜

昭和45年 勤労青少年福祉法

第２条（基本理念）「すべて勤労青少年は、心身の成長過程において勤労に従事するものであり、（中略）充

実した職業生活を営むとともに、有為な職業人としてすこやかに成育するよう配慮されるものとする。」

第５条（勤労青少年の日） ７月第３土曜

昭和33年 名古屋に、勤労青少年ホーム第１号

（ピークは、平成4年、537箇所。平成19年４月１日では433箇所）

昭和48年 全国勤労青少年会館（中野サンプラザ）開業。

（平成16年12月、中野区へ売却。）

平成14年４月 キャリア・コンサルタント５万人計画（№６)

平成15年３月 ヤングジョブスポット

平成17年７月 若者自立塾

（20箇所。平成18年度 25箇所。平成19年度 30箇所。）

平成18年７月 地域若者サポートステーション

（25箇所。平成19年度 50箇所。）

＜参考２＞ 様々の若者支援

友懇塾（千葉市 代表 井内清満）

コミュニティーキャンパス（大阪府吹田市 代表 小西勝之、略称「コミキャン」）

若い根っこの会（埼玉県川越市 理事長 加藤日出男）

ヤングジョブスクエアよこはま（横浜市）
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資 料

№１

若者の完全失業率

資料出所：総務省統計局「労働力調査」

№２

新規学卒者在職期間別離職率の推移（七、五、三）

資料出所：厚生労働省「新規学校卒業就職者の就職離職状況調査
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№３

若年無業者推移

資料出所：総務省統計局「労働力調査」

注：１）若年無業者について、年齢を15歳～35歳に限定し、非労働力人口のうち

家事も通学もしていない者として集計。

２）「15～24歳計」と、「25～34歳計」は、千単位を四捨五入

№４
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№５

地域若者サポートステーション

（50箇所）
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№６

―キャリア形成とキャリア・コンサルティング―

１ キャリア形成とは

キャリア形成」とは、職務経験や教育訓練の受講などを積み重ねていくことにより段階的に職業能力を形成してい

くことをいう。

※ キャリアとは一般に、「経歴」、「経験」、「発展」さらには、「関連した職務の連鎖」等と表現され、時間的持続性

ないし継続性を持った概念。「職業能力」は「キャリア」を積んだ結果として蓄積。

２ キャリア・コンサルティングの意義

（→参考１）

３ キャリア・コンサルティングとは（→参考２）

キャリア・コンサルティング」とは、個人が、その適性や職業経験等に応じて自ら職業生活設計を行い、これに即

した職業選択や能力開発を効果的に行うことができるよう、労働者や離転職者等に対して、職業生活の節目などに実

施される相談をいう。

具体的には、キャリア・コンサルタントとの相談により、①自らの職業経験の棚卸し（振り返ること）や適性検査

等を通じた自己理解、②労働市場や企業に関する情報提供等を通じた職業理解、③職業体験等を通じた職業に対する

動機づけ等を行った上で、④今後の職業生活や能力開発に関する目標設定を行い、職業選択や教育訓練の受講等キャ

リア形成のための主体的な行動に結びつける機能を有する。

４ 成功事例

イ 自動車整備工から整備工場の営業へ

ロ 営業職から電気工事業を創業

５ 活動の場

職業紹介機関、企業、教育訓練機関、市井の有料カウンセリング機関

６ 留意点

イ キャリア・コンサルタントが担うのは、「相談」、「支援」

ロ メンタルケア

ハ 組織への働きかけ

ニ 若者支援の留意点

① 職業経験がない → グループワークなどの啓発的支援

② アセスメント結果を盲信する傾向 → 相談・支援の必要性

③ 目線
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参考１

第一に、現下の厳しい雇用失業情勢の下、失業の要因の３分の２が労働需給のミスマッチであり、その中でもとり

わけ能力のミスマッチの問題が大きいといわれている。こうしたミスマッチを全体として解消するためには、離職者

はもちろん、在職者に対しても企業内において、職業情報を提供しつつ、成長分野を念頭に置いた適切なキャリア形

成を支援していくことが不可欠である。

第二に、技術革新の急速な進展、経済のグローバル化等により、急激な産業構造の変化や企業の興廃が進み、労働

移動が活発化し、企業を越えて通用する能力が求められている。一方、企業においても、内部組織のフラット化等に

より、個々の労働者に対し、新たな技術への適応力、問題発見・解決能力等の、幅広い能力が求められるようになっ

ている。このため、従来のような企業主導の能力開発・キャリア形成だけでなく、個々の労働者において、自らキャ

リア形成を進めていくことが求められている。

上記のように、今後、個人主導のキャリア形成を的確に進めることが不可避となる中で、労働市場に係る多様な情

報提供や、個人の職業経験、適性等を踏まえた専門的な相談支援を図る「キャリア・コンサルティング」実施のため

の体制づくりが求められており、「キャリア・コンサルティング」を担う人材の養成とキャリア・コンサルティングの

普及・活用は喫緊の課題といえる。

（厚生労働省「キャリア・コンサルティング実施のために必要な能力等に関する調査研究報告書」（平成14年４月）より抜粋。)

参考２
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№７

キャリア・コンサルタントを中心としたキャリア形成支援の推進（時系列）

１ これまでの取組

平成13年度以前

１ 職業指導」「進路指導」からの発展

⑴ 雇用対策法第13条：職業指導の必要性

⑵ 学校教育法第36条１項２号（中学）及び第42条１項２号（高校）

→ 教育目標の１つとしての進路指導

（具体的内容は、学習指導要領や進路指導の手引に記載）

平成13年度

１ 職業能力開発促進法の改正

労働市場の５つのインフラのうちの一つと位置づけ

（キャリア形成の促進のための支援システムの整備）

２ キャリア・コンサルタント５万人養成の推進（Ｈ13．９「総合雇用対策」）

キャリア・コンサルタントの公的養成及び民間による養成

→ 14年度から５年間で官民合わせて５万人の養成が目標

３ キャリア形成支援コーナー等の設置

４ 標準レベルのキャリア・コンサルタントに必要な能力要件策定

（報告書発表は14年度）

平成14年度

１ キャリア形成促進助成金（職業能力評価推進給付金）の支給対象として、キャリア・コンサルタント能力評

価試験の指定を開始

（120ｈの養成モデルカリキュラムを提示）

２ 指導レベル（キャリア･コンサルタントに対する指導助言を行う）、導入レベル（自己理解を中心とした日常

的なキャリア形成支援を行う）の概念提示

平成15年度

１ 若年者キャリア形成支援に向けた取組み

⑴ 若者自立・挑戦プラン」の策定（Ｈ15．６）

⑵ 若年者向けキャリア・コンサルタントの能力要件策定（報告書発表は16年度）

⑶ ヤングジョブスポット、勤労青少年ホームの活用等（継続）

⑷ （日本版デュアル・システム）

⑸ （ＹＥＳ－プログラム）

２ キャリアコン・サルティング協議会の発足とその後の取組状況

⑴ 発足日：Ｈ16．３．21

キャリア・コンサルタント養成講座・能力評価試験実施機関連絡協議会
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（Ｈ18．３．９ キャリア協議会に再編）

⑵ 目 的：①キャリア・コンサルタントの資質確保

②講座・試験のあり方、普及・啓発等に関する検討

⑶ 取組み：キャリア・コンサルタント行動憲章の策定（Ｈ16．７）

ケース検討会トライアルの実施（Ｈ16．10．２）

キャリア・コンサルタント全国大会の主催

（Ｈ18年度はＨ19．１．21の予定）

平成16年度

１ 熟練キャリア・コンサルタント検討委員会 … 質の確保

⑴ 一人前のキャリア・コンサルタント＝「熟練キャリア・コンサルタント」の特長を抽出

⑵ 熟練キャリア・コンサルタント」の育成過程モデル、選別について検討

２ キャリア・コンサルティング導入・展開事例検討委員会 … 場の確保

⑴ 企業・大学等におけるキャリア・コンサルタント活用の潜在ニーズの掘り起こし

→ 企業・大学等における好事例検討を通じ、キャリア・コンサルティングを実際に導入・展開するに

あたってのノウハウ・留意点を整理

※ 平成17年度末までのキャリア・コンサルタント累積養成数は３万６千人

平成17年度

１ キャリア・コンサルタントの資質確保体制(スーパービジョン、情報公開等）の整備

２ 標準レベルキャリア・コンサルタントの能力要件の見直し

３ キャリア・コンサルティング導入・展開事例検討（継続）

平成18年度の事業

⑴ キャリア・コンサルタントの公証のあり方に関する検討

⑵ キャリア・コンサルティングの普及の現状に関する調査研究

⑶ キャリア･コンサルタントの能力向上体制

（インターンシップ＋スーパービジョン）体制の整備

２ 今後の展望と期待

⑴ キャリア・コンサルタントの公証制度の確立

⑵ キャリア・コンサルタントの職能団体
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●１.東京大学大学院教育学研究科心理教育相談室とは●

●２.相談内容●

東京大学大学院教育学研究科心理教育相談室は、心理的な問題に対する援助に係わろうとする大学院生の実践

的な研修の場として設置されました、教育学研究科附属の相談機関です。したがってその相談員は、東京大学大学

院の院生を中心として、日本臨床心理士資格認定協会の臨床心理士資格を既に持つか、これから持つべく当大学院

で研究・訓練をつんでいる者です。相談員は原則として、教育学研究科の教員の指導を受けながら、相談面接をひ

き受けています。

次のような問題でお困りの方のご相談を受け付けています。乳幼児から成人まで、幅広い年齢層の方、ご本人か

らばかりでなく、ご家族や保護者からのご相談、学校の先生方からのご相談も受け付けています。

・ 漠然とした不安感や無気力、落ち込みなどの心理状態を改善したい

・ 自分自身のことをもっとよく理解したい

・ 人前で緊張する、過ぎてしまったことをくよくよ考える等、性格的なことを何とかしたい

・ 友人や職場の同僚との人間関係上の問題を相談したい

・ 家族関係について考えたい

・ 親として子どもにどう対応したらよいか困っている

・ 学校に行かない、行けない

・ 言葉が遅い、多動、集中困難であるなど、発達的な心配がある

・ チック、夜尿など気になる行動が見られる

・ 反抗・暴力・盗みなどの問題行動がある
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●３.相談の種類と料金●

●４.相談申し込みの流れ●

相談援助活動として、次に挙げる７種類の相談区分があります。いずれかの相談区分を選択して提案するところ

から、実際の援助活動が始まります。

（１）受付面接 … 問題の概要を聴取して、面接の方針を検討する面接

（２）カウンセリング … 問題をもっている人に対して行われる継続的な面接

（３）プレイ・セラピー … 幼児や児童に対して行われるプレイ・セラピーを

含む面接

（４）保護者面接 … 保護者に対して行われる継続的な面接

（５）家族面接 … 家族に対して行われるファミリー・セラピー（家族療法）

などを含む面接

（６）コンサルテーション … 教師等に対して行われるコンサルテーション

（７）検査面接 … 心理検査の実施を含む面接

相談は予約制を取っています。まずは電話で申し込み、後日担当者と日時を調整します。詳細については、

03-3818-0439もしくはhttp：//www.p.u-tokyo.ac.jp/soudan/index.htmlを参照してください。
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料金表 2007.04.

相談区分 （円）

受付面接 2000

カウンセリング 2000

プレイ・セラピー 2000

保護者面接 1000

家族面接 3000

コンサルテーション 3500

検査面接 2000

＊医療機関でないため、健康保険など
の適用はありません。



●５.設備●

面接室 ４部屋

プレイルーム ２部屋

待合室

スタッフルーム、ミーティングルームなど
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１.全般的動向

２.相談活動状況

東京大学大学院教育学研究科附属心理教育相談室の臨床活動は、本研究科附属の相談室において、研究および研修

の一環として実施されている。1957（昭和32）年度に開設され、1983（昭和58）年度に心理臨床の教育・研究のため

の特別施設として有料の相談活動が認められ、相談室運営のための予算措置（相談料金収入に基づく）が講じられる

ようになった。相談室の関係規則としては、 東京大学大学院教育学研究科心理教育相談室規則」、 同研究科心理教育

相談運営委員会内規」、 同研究科心理教育相談室内規」がある。現在、実習施設としては、農学部弥生キャンパスの総

合研究棟３階に、面接室４、プレイルーム２、待合室兼事務室１、相談準備室（相談員控え室）１、観察機材設置倉

庫１を備えている。また、相談室と隣接して、カンファレンスや演習等を行う演習室と資料室がある。

本相談室には、幼年期から老年期に至るまでの、発達障害、不登校、非行、対人関係や神経症的な問題等を抱えた

さまざまな方が来談している。2007年度の相談件数、相談料金収入等については、表に示した。

相談にあたるスタッフは、教育学研究科臨床心理学コースの教員（臨床心理スーパーヴァイザー)、臨床心理学コー

スの大学院生(相談員)、そして臨床心理士の資格を有し、臨床心理面接を指導するために委託された臨床相談員であ

る。2007年度現在、下山晴彦教授を相談室室長とし、亀口憲治教授、田中千穂子教授、中釜洋子准教授、能智正博准

教授、倉光修教授（本務：東京大学学生相談所)が臨床心理スーパーヴァイザーとして指導にあたっている。臨床心理

スーパーヴァイザーは月１回の教員会議を開き、相談室運営・指導にかかわる事項について検討する。また、芳川玲

子先生（本務：東海大学教授)、滝井有美子先生（本務：情緒障害児短期治療施設 横浜いずみ学園セラピスト)、藤

原祥子先生（本務：東京大学理学部・理学系研究科学生支援室 主任）が臨床相談員としてスーパーヴァイズと心理

面接を担当しているほか、２名の事務員が電話取り次ぎなどの事務業務を担当している。相談員は修士課程24名、博

士課程17名、日本学術振興会特別研究員２名からなり、心理相談活動および相談室運営を行った。

表１に、過去３年間の新規来談申し込み件数を示す。2007年度の申し込み件数は90件であった。このうち25件はリ

ファーしたケース、一度のガイダンスで終了したケース、および受理することが適切ではないと判断されたケース、

相談そのものの取り下げが含まれる。受理面接後に当相談室で継続して面接が行われた新規件数は65件であった。

表２に、過去３年間の新規申込者の年齢別件数を示す。前年度に比べて、就学前児・小学校・中学生の相談件数の

若干の増加がうかがえる。

表３に、2007年度の新規来談者年齢別・男女別相談内容を示す。相談内容としては、未成年では発達に関する問題

や問題行動についての相談、成人（大学生含む）では気分障害や不安障害などの精神的な問題にまつわる相談や親子

関係についての相談が多い。

表４に、新規来談者来談経路を示す。全体の傾向として病院、学校、他の相談機関といった専門機関からの紹介が

多い。また個人の紹介においては、当相談室関係者からの紹介が多く、直接来談ではインターネットを見ての来室が

多い。

表５に、新規来談者居住区域を示す。小幅な動きはあるものの、全体の傾向は昨年度とほぼ同様であるが、東京に

居住している来談者の増加が目立つ。

表６に、今年度の面接の延べ総数を示す。今年度の面接は、全体としては面接数が増加している。特にプレイセラ

ピーの増加が顕著で、続いて、受付面接、カウンセリング、保護者面接の増加が認められる。

表７に、終結・中断・リファーなどの面接経過状況を示す。今年度は、継続面接が大幅に増加している。その他は

昨年度とほぼ同様の傾向にあった。
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３.その他の活動
その他、教育啓発活動として、前期の学部授業として「心理教育相談（カウンセリング）入門」を開講し、心理教

育相談室の運営に携わる５名の教員がオムニバス形式で授業を行った。授業の目的は、心理教育相談室で実施してい

る心理療法やカウンセリングを紹介し、相談室活動を学生に広く知ってもらうことである。また、心理教育相談室年

報第２号の発行を行った。

さらに2007年度は、当相談室の創立50周年という記念の年であった。2007年10月13日には、50周年記念公開講座「若

者の引きこもりと就労支援」と、創立50周年記念式典を開催した。公開講座では、近藤直司先生（山梨県立精神保健

福祉センター・山梨県中央児童相談所)、半田有通先生（厚生労働省）にご講演いただき、精神保健の現場、および行

政の立場から見た若者の引きこもりへの支援について討論が交わされた。また、就労支援サポートステーションのス

タッフでもある石川京子（修士２年）からも、現場報告が行われた。ひきつづいて当相談室のOB/OGが集い、「創立

50周年記念式典」が執り行われた。第１部の記念式典では、金子元久先生(東京大学教育学研究科研究科長)、浅島誠

先生(東京大学理事・副学長)からご挨拶とご祝辞をいただき、当相談室室長の下山晴彦教授が相談室の歴史を振り返っ

た。第２部の講演「心理教育相談室の思い出」では、肥田野直先生（東京大学)、越智浩二郎先生(元東京大学客員教

授)、飯長喜一郎先生(日本女子大学)が、それぞれ相談室に在籍されていたころの思い出を語られた。第３部のシンポ

ジウム「これからの臨床活動に向けて―社会とのかかわり」では、シンポジストの高畠克子先生（東京女子大学)、鵜

養美昭先生（日本女子大学)、武田信子先生（武蔵大学)、指定発言の野村東助先生（東京学芸大学）より、今後の臨

床活動のあるべき姿についてご提言いただいた。第４部の記念パーティでは、OB/OGの大先輩から第一線で活躍され

ている先輩、現役の学生までが自由に懇談し、交流を深めた。学生にとっては、自分たちの所属する相談室の歴史を

先輩方から直に生き生きと聞き、その先輩方が幅広い領域で活躍する様子を目の当たりにするという、刺激的で有意

義な時間を過ごした。

表１ 新規来談申し込み件数

2005年度 2006年度 2007年度

４月 6 5 8

５月 4 5 8

６月 5 10 11

７月 5 8 7

８月 3 4 10

９月 7 6 6

10月 5 8 8

11月 8 14 8

12月 5 5 7

１月 3 2 10

２月 2 6 7

３月 6 1 0

計 59 74 90
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表２ 新規申込者年齢別・男女別件数

2005年度 2006年度 2007年度

男子 女子 計 男子 女子 計 男子 女子 計

本人 親 並行 家族 本人 親 並行 家族 本人 親 並行 家族 本人 親 並行 家族 本人 親 並行 家族 本人 親 並行 家族

就学前児 0 0 4 0 0 0 0 0 4 0 0 3 0 0 0 0 0 3 0 0 4 0 0 0 4 0 8

小学生 0 1 4 1 2 0 2 010 0 0 4 1 1 1 2 0 9 0 0 7 0 0 5 1 013

中学生 0 1 2 3 1 0 1 1 9 0 3 1 1 0 3 3 213 0 1 7 1 1 0 7 017

高校生 0 3 0 1 0 0 3 2 9 1 1 0 1 1 0 1 1 6 0 1 2 0 0 0 2 3 8

他未成年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 1 0 3

浪人生 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0 2

大学生 1 0 0 0 0 0 1 0 2 3 1 0 0 3 0 1 0 8 2 2 0 0 3 0 1 0 8

20～29 0 0 0 3 8 0 1 012 2 3 1 0 8 0 1 015 1 2 1 0 9 1 0 115

30～39 2 0 0 0 2 1 0 0 5 2 1 1 1 10 0 0 015 3 0 0 0 2 0 0 2 7
成

人
40～59 3 0 0 0 2 2 1 0 8 1 0 0 1 3 0 0 0 5 3 0 0 0 6 0 0 0 9

60～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 5 0 0 3 12 3 2 025 5 4 2 2 21 0 1 035 7 2 1 0 17 1 0 331

合計 6 5 10 8 15 3 9 359 9 9 10 5 26 4 8 374 9 8 21 1 21 7 17 690

表３ 新規来談者年齢別・男女別相談内容

相談内容

男 女

就学前児 発達的問題２ 言葉の問題２
言葉の問題２ 家庭内の問題１

登園しぶり１

小学生 発達的問題２ 発達的問題３
家庭内の問題１ 場面緘黙１
学校での問題１ 強迫性障害１
チック１
問題行動１
両親のＤＶ１

中学生 発達的問題４ 発達的問題１
不登校２ 不登校２
いじめ１ いじめ１
強迫性障害１ 学校での問題１
対人スキル１ 対人関係１

強迫性障害１
パニック障害１

高校生 発達的問題１ 不登校１
不登校１ 摂食障害１
不安１ 過呼吸症候群１

睡眠障害１

他未成年 ひきこもり１ ひきこもり１
進路１ 発達的問題１

大学生 うつ１ うつ１
不安２ 気分障害１
無気力１ 身体症状１

自身のこと１

成人 うつ４ うつ３
統合失調症１ 気分障害１
無気力１ 不安２
強迫性障害１ ひきこもり１
親子関係１ 摂食障害２
夫婦関係１ 過呼吸症候群１
職場での対人関係１ 親子関係７
コンサルテーション１ 家族関係２

夫婦関係１
自身のこと１
異文化ストレス１
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表４ 新規来談者来談経路

幼稚園・学校より紹介 12各
種
機
関

医療機関より紹介 17
他の相談機関より紹介 10
上記以外のサービス機関より紹介 0

クライエントより 4
当相談室関係者より 11

個
人
の
紹
介

東大教官・学生より 2
他大教官・学生より 2
その他（知人・家族） 4

本を読んで 4
直

接

再 来 3
インターネット 18
講演会・公開講座 2

そ の 他 1

計 90

表５ 新規来談者居住地域

東京 千葉 埼玉 神奈川 その他 不明 計

2005年度 40 4 2 9 4 59

2006年度 53 7 5 9 0 74

2007年度 69 6 7 3 4 1 90

表６ 面接の延べ総数

2005年度 2006年度 2007年度

受付面接 57 70 89

カウンセリング 335 441 570

プレイセラピー 78 139 306

保護者面接 115 164 347

家族面接 219 90 101

コンサルテーション 0 0 1

検査面接 3 4 11

計 807 908 1425

表７ 面接経過状況

受理年度 継続 終結 中断 紹介 不来談 初回のみ 計

2007年度 本人 42 5 7 3 6 7 70
家族 37 5 3 4 2 8 59

2006年度 本人 9 5 6 20
家族 6 4 4 14

2005年度 本人 5 0 2 7
家族 5 0 1 6

2004年度 本人 0 0 0 0
家族 1 1 1 3

2003年度以前 本人 4 1 0 5
家族 3 2 0 5

合 計 112 23 24 7 15 15 189

家族面接を主として行っているケースについては、家族を単位として数えています。
その他の場合は家族と本人を別々に数えています。
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心理教育相談室運営小委員会

委員長 市川 伸一 （教育学研究科教授 総合教育科学専攻長 教育心理学コース）

委 員 根本 彰 （教育学研究科教授 生涯学習基盤経営コース）

委 員 下山 晴彦 （教育学研究科教授 臨床心理学コース）

委 員 多賀厳太郎 （教育学研究科准教授 身体教育学コース）

委 員 中釜 洋子 （教育学研究科准教授 臨床心理学コース）

委 員 能智 正博 （教育学研究科准教授 臨床心理学コース）

室長

下山 晴彦

臨床心理スーパーヴァイザー

下山 晴彦

田中千穂子 （教育学研究科教授 臨床心理学コース）

中釜 洋子

能智 正博

林 直樹 （教育学研究科客員教授 連携併任分野／都立松沢病院精神科部長）

臨床相談員

芳川 玲子 （東海大学文学部心理社会学科教授）

瀧井有美子 （情緒障害児短期治療施設 横浜いずみ学園セラピスト）

藤原 祥子 （東京大学理学系研究科・理学部 学生支援室相談特任助教）

北島 歩美 （日本女子大学カウンセリングセンター 准教授）

相談員

博士課程３年 大西真美 小野田奈穂 張磊 森岡さやか 慶野遙香

博士課程２年 足立英彦 海老根理絵 坂口健太 土屋瑛美 中坪太久郎 西村詩織 平林恵美

博士課程１年 曲暁艶 熊坂沙織 須川聡子 高岡昂太 長利玲子 野田香織 橋本望 藤岡勲 割沢靖子

修士課程２年 綾城初穂 鴛渕るわ 川邊陽子 白木治代 末木新 高宮晶子 高山由貴 永野千恵

平野真理 藤平敏夫 藪垣将 山本渉 吉田沙蘭

修士課程１年 梅垣佑介 梅澤史子 倉光洋平 先光毅士 曽山いづみ 堤亜美 原直子 原田満里子

広津佑実子 福永宏隆 八巻絢子 山田哲子 李健實

相談補佐員

二井 奏子

増山 幸子

林 潤一郎

心理教育相談室の構成（2008年度)
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